
ものづくり等高度連携・事業再構築促進事業
令和４年度予算額 10.2億円（新規）

事業イメージ

事業目的・概要
⚫経済のグローバル化、脱炭素化、デジタル化などが急速に進みつある中、
ウィズ／アフターコロナ時代の経済社会の変化に対応できる事業に大胆
に投資し、経済構造転換及び生産性向上を図ることが必要です。

⚫ その際、他社や研究機関等との連携を通じ、自社の強み／弱みを補
強しつつ、新事業を迅速に実施することが重要です。

⚫ そこで、例えばデータを共有するといった方法により、複数の事業者が
連携し、革新的な製品・サービス開発、生産プロセス等の改善の取組を
行い、連携して生産性を高めるプロジェクトを支援します。

⚫特に、「事業再構築指針」の要件を満たす事業計画を策定し、新分野
展開、業態転換、事業・業種転換等に取り組む事業者が連携体に含
まれる場合は、補助上限額を引き上げて支援します。

成果目標
⚫補助事業期間終了後、以下の達成を目指します。
・事業計画期間中（補助事業期間終了後３～５年間）に、付加価
値額の年率平均3.0％以上増加、又は従業員一人当たり付加価値
額（労働生産性）の年率平均3.0％以上増加
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定額補助

条件（対象者、対象行為、補助率等）

複数の中小企業等が連携し、連携体全体として新たな付加価値の創造や生産性の

向上を図るプロジェクトや、新分野展開、業態転換、革新的な製品・サービス開発、生

産プロセス等の改善に取り組むプロジェクトを最大2年間支援します。
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事業イメージ

＜想定される取組例（イメージ）＞
・地域の同業同士で顧客情報や在庫情報等を共有するシステムを構築し、経営資
源をシェアリング。一部の事業者は事業再構築（新分野展開）を行う。
・サプライチェーンを構成する事業者間で受発注情報や在庫情報を共有するネットワー
クシステムを構築し、業務効率化を図るとともに、ネットワークを活用して新たな市場に
向けて革新的な製品・サービスの提供を行う。

中小企業庁 技術・経営革新課

補助上限 補助率

補助上限額
（連携体）

【１者当たりの基本補助上限額】
従業員数 21人以上：2,500万円、 6～20人：2,000万円

5人以下 ：1,500万円
※ただし、１連携体につき1億円が上限。
※事業再構築指針の要件を満たす事業計画に取り組む事業者が含
まれる場合、補助上限額を1者当たり1,000万円加算。
ただし、その場合でも、１連携体につき1.5億円が上限。
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事務局

連携体

中小企業者（代表者）

中小企業者等

研究機関等
（任意・補助対象外）

中小企業者等

中小企業者等

※上記により算定された連携体全体の補助上限額の範囲内であれば、連携体を構成する各事業者の補助
金額は柔軟に設定可能。ただし、その場合でも、1者当たりの補助上限額は、5,000万円以内又は連携体
全体の補助上限額の3/4以内のいずれか低い金額（ただし、2年間合計で8,000万円）とする。

事業の内容

補助対象経費
機械装置・システム構築費、技術導入費、専門家経費、運搬費、クラウドサービス利用
費、原材料費、外注費、知的財産権等関連経費、研修費（一部の経費については
上限等の制限あり）


